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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光源から出射された光束を分割し、
　当該分割された光束の一方を光情報記録媒体に照射することにより得られる信号光と前
記分割された光束の他方から得られる参照光とを光学的に干渉させることにより干渉光を
形成し、
　当該干渉光を複数の検出器に光学的な位相関係が互いに異なる状態で導き、
　前記複数の検出器の出力から再生信号を取得する光学的情報再生方法であって、
　前記光情報記録媒体の位置変動に伴う、前記信号光と前記参照光の光路長差の変動を打
ち消す光路長差粗調整と、
　前記干渉光を検出する前記複数の検出器の出力から生成した位相誤差信号に基づいて、
前記光路長差の微調整を行う光路長差微調整と、
を行うことを特徴とする光学的情報再生方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の光学的情報再生方法において、
　前記光路長差微調整においては、
　前記位相誤差信号を光路長差変化手段に入力して閉ループ制御することにより実行され
ることを特徴とする光学的情報再生方法。
【請求項３】
　請求項２に記載の光学的情報再生方法において、
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　位相ジャンプ信号を前記光路長差変化手段に入力し、前記閉ループ制御を行ったまま、
前記光源の発光波長の整数倍だけ光路長差を可変調整することを特徴とする光学的情報再
生方法。
【請求項４】
　光源から出射された光束を第１の光束および第２の光束に分割し、当該第１の光束を光
情報記録媒体に照射することにより得られる信号光と、当該第２の光束から得られる参照
光とを光学的に干渉させることにより干渉光を形成し、当該干渉光を複数の検出器に光学
的な位相関係が互いに異なる状態で導く機能を備えた光学モジュールを備えた光ヘッドに
おいて、
　前記光学モジュールが、
　前記光情報記録媒体の位置変動に伴う、前記信号光と前記参照光の光路長差の変動を打
ち消す、光路長差の粗調整を行う第１の光路長差変化手段と、
　前記干渉光を検出する前記複数の検出器の出力から生成した位相誤差信号に基づいて、
前記光路長差の微調整を行う第２の光路長差変化手段とを備えたことを特徴とする光ヘッ
ド。
【請求項５】
　請求項４に記載の光ヘッドにおいて、
　前記光路長差の固定位置を調整する第３の光路長差変化手段とを備えたことを特徴とす
る光ヘッド。
【請求項６】
　請求項５に記載の光ヘッドにおいて、
　前記第３の光路長差変化手段により、前記参照光と信号光の光路長差がゼロになるよう
に前記参照光と信号光との光路長差が調整され、
　前記第２の光路長差変化手段により、前記参照光と信号光の位相差が所定の閾値以下に
なるように前記光路差が調整されることを特徴とする光ヘッド。
【請求項７】
　請求項５に記載の光ヘッドにおいて、
　前記第２の光路長差変化手段と、前記第３の光路長差変化手段とが同一の可動部により
構成されることを特徴とする光ヘッド。
【請求項８】
　請求項５に記載の光ヘッドにおいて、
　前記第１の光路長差変化手段と、前記第２の光路長差変化手段と、前記第３の光路長差
変化手段とが同一の可動部により構成されることを特徴とする光ヘッド。
【請求項９】
　請求項４に記載の光ヘッドにおいて、
　前記光学モジュールは、
　前記第１の光束を前記光情報記録媒体に集光して照射し、当該光情報記録媒体から反射
される反射光を受光する対物レンズと、
　前記第２の光束の光路中に設けられ、前記第２の光束を参照光として反射させる参照光
反射手段とを有し、
　前記対物レンズと、前記参照光反射手段とが前記可動部に搭載されていることを特徴と
する光ヘッド。
【請求項１０】
　請求項４に記載の光ヘッドにおいて、
　前記複数の検出器の個数は４つであって、
　それぞれの検出器に入射される光の干渉位相が互いに90度の整数倍だけ異なり、
　前記再生信号は入射する光の干渉位相が互いに180度異なる2つの検出器の差動信号であ
り、
　前記位相誤差信号は残りの2つの検出器の間の差動信号であることを特徴とする光ヘッ
ド。
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【請求項１１】
　請求項１０に記載の光ヘッドにおいて、
　前記光学モジュールは、
　無偏光光束分割素子と、
　１つまたは複数の波長板と、
　複数の偏光分離素子とを備えた干渉光学系を有し、
　前記無偏光分割素子が光束を分割する比率が1対１でないことを特徴とする光ヘッド。
【請求項１２】
　請求項４に記載の光ヘッドにおいて、
　前記複数の検出器の出力から位置誤差信号を生成するための論理回路素子と、
　前記光情報記録媒体からの戻り光の平均光量をモニタする総光量検出器と、
　前記総光量検出器の出力値で前記位相誤差信号に対する規格化演算を実行する除算回路
とを有することを特徴とする光ヘッド。
【請求項１３】
　請求項１２に記載の光ヘッドにおいて、
　前記総光量検出器は、焦点ずれ信号を生成する検出器であることを特徴とする光ヘッド
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光ディスク装置の再生信号の高S/N化に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光ディスクは、青色半導体レーザと、高NA対物レンズを用いるブルーレイディスクの製
品化に至って、光学系の分解能としてはほぼ限界に達し、さらなる大容量化に向けては、
今後、記録層の多層化が有力となると考えられる。このような多層光ディスクにおいては
各記録層からの検出光量がほぼ同等となる必要性から、特定の記録層からの反射率は小さ
くせざるを得ない。ところが光ディスクは大容量化とともにビデオなどのダビング速度の
高速化の必要性から、データ転送速度の高速化も続いており、そのままでは再生信号のS/
N比が十分確保できなくなりつつある。したがって今後の記録層の多層化と高速化を同時
に進めていくためには、検出信号の高S/N化が必須となる。
【０００３】
　光ディスクの再生信号の高S/N化に関する技術は、たとえば特許文献１、特許文献２，
特許文献３などに述べられている。特許文献１、特許文献２は光磁気ディスクの再生信号
の高S/N化に関して、半導体レーザからの光を光ディスクに照射する前に分岐して、光デ
ィスクに照射しない光を、光ディスクからの反射光と合波して干渉させることにより、微
弱な信号の振幅を、光ディスクに照射しない光の光量を大きくすることによって増幅する
ことを狙ったものである。光磁気ディスクの信号検出で従来用いられている偏光ビームス
プリッタの透過光と反射光の差動検出では、本質的にはもとの入射偏光成分と光磁気ディ
スクによる偏光回転によって生じる入射偏光方向と直交する偏光成分を干渉させて、入射
偏光で直交偏光成分を増幅して検出を行なうことになっている。したがって、もとの入射
偏光成分を増大させれば信号を増大させることができるが、光ディスクに入射させる光強
度は、データを消去したり上書きしたりしないようにするために、ある程度以下に抑える
必要がある。
【０００４】
　これに対して上記従来の技術では、予め信号光と干渉させる光を分離しておいて、これ
をディスクに集光せずに信号光と干渉させ、信号増幅のため干渉させる光の強度を、ディ
スク表面の光強度と関係なく強くできるようにしているのである。これにより原理的には
光強度の許す範囲で、強度を強くすればするほど、光検出器からの光電流を電圧変換する
アンプのノイズに比べたS/N比を高めることができる。特許文献３ではフォトクロミック
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媒体を用いた光ディスクの再生信号の高S/N化に関し，参考文献１，参考文献２と同様に
，光ディスクに照射しない光を，光ディスクからの反射光と干渉させることによって信号
増幅を狙っている。フォトクロミック媒体を用いた光ディスクについても，信号再生のた
め入射光強度が高い程媒体の劣化を早めるため，上記光磁気ディスクと同様に記録媒体に
照射する光の強度に制限を伴う。
【０００５】
　特許文献１では、２つの光を干渉させて干渉光強度を検出している。この際、干渉させ
るディスク反射光の光路長を可変とし、干渉信号振幅の確保を狙っている。特許文献２，
特許文献３，特許文献４では干渉光強度検出に加えて、差動検出も行っている。これによ
り信号に寄与しない各光の強度成分をキャンセルし、信号振幅を2倍にすることで高S/N化
を図っている。
【０００６】
　一般に、2つの光の干渉により得られる干渉信号は、干渉させる二つの光の間の位相差
（光路長差）に依存する。これに対し、特許文献１では光路中に挿入された三角プリズム
を入射光軸方向に可動とすることで光路長差の安定化を図っている。同様に、特許文献４
では干渉光学系全体を光ディスクに追従させることで、光ディスクの回転に伴う面ぶれに
より発生する光路長差をキャンセルすることを図っている。また、光ディスクに当てない
光を反射するミラーの位置を光軸方向に可動とすることで光路長差の安定化を図っている
。光路長差を特許文献５では互いに干渉状態の異なる複数の干渉信号を生成し、それらの
演算により信号を生成することで、上記位相差に依存しない増幅信号を出力することを図
っている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平５－３４２６７８号公報
【特許文献２】特開平６－２２３４３３号公報
【特許文献３】特開平６－０６８４７０号公報
【特許文献４】特開２００７-３１７２８４号公報
【特許文献５】特開２００８－６５９６１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上記従来技術において、干渉信号を安定に保つには、現在の光ディスクの面ぶれ約600
μmに対し、可動とする対象物を追従させ、更に信号光と参照光の位相差を固定する、す
なわち光源の波長よりも十分小さい数nm程度の精度で位置決めを行う必要がある。しかし
現在のアクチュエータでこの要求に見合うストロークと位置決め精度を達成することは非
常に難しい。更に、光ディスクに設けられたカバー層の厚みのむらも光路長差を乱す原因
となるが、上記従来技術においてこの厚みのむさらに対応する光路長の制御方法について
は特に述べられていない。
【０００９】
　これに対し、特許文献５では光路長差に依存しない出力を得る方法を採っているため上
記の問題は発生しないが、光路長差に依存しない出力を得るための信号処理過程において
非線形演算などの複雑な演算処理が要求されるため、信号処理回路への負担が大きくなる
。また、複数の干渉信号から光路長差に依存しない出力するため、各干渉信号に混入する
熱雑音が加算されてノイズが増加したり、演算処理の不完全性によりノイズが混入したり
することにより、上記演算処理が信号品質を劣化させる要因になる。更に、光路長差に依
存しない出力を得るためには、光学系の各種パラメータに高い精度が要求され、光学系の
構築が非常に困難になる。
【００１０】
　上記課題に鑑み、本発明の第１の目的は、２つの光の光路差の調整が容易で、信号増幅
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効果が高く、光学系の小型化に適した、干渉型の光情報信号の再生方法を提供することに
ある。
【００１１】
　本発明の第２の目的は、２つの光の光路差の調整が容易で、信号増幅効果が高く、光学
系の小型化に適した、干渉型の光情報信号の検出系を備えた光ヘッドを提供することであ
る。
【００１２】
　本発明の第３の目的は、２つの光の光路差の調整が容易で、信号増幅効果が高く、光学
系の小型化に適した、干渉型の光情報信号の検出系を備えた光ディスク装置を提供するこ
とである。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明では、信号光と参照光の干渉光を複数の検出器で検出することにより再生信号を
取得する方式の光ディスク装置、光ヘッドあるいは光学的情報再生方法において、光ヘッ
ド内に形成される光路長の調整を、光路長差の粗調整、微調整および光路長差固定位置調
整の３つに分けて実行することにより前述の課題を解決する。光路長差の粗調整とは、光
ヘッドと光情報記録媒体との相対間隔の変動（例えば光ディスクの面ぶれなど）に基づき
発生する信号光と参照光との光路差をキャンセルするための調整のことを指す。光路差の
微調整および光路長差固定位置調整の定義については後述する。
【００１４】
　なお、以上述べた光路長の微調整、光路長差固定位置調整および光路差粗調整は、概念
としては区別されるが、各調整が同一の機構で実施される形態もある。
【発明の効果】
【００１５】
　従来のディスク装置と同等のサイズで作製可能で、信号増幅効果が高く、安価な干渉型
の光ディスク装置、光ヘッドおよび信号再生方法が実現される。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の基本的な実施形態
【図２】サーボ検出用検出器の詳細を表す図
【図３】コーナーキューブプリズムの外形を示す図
【図４】コーナーキューブプリズムの偏光擾乱補正の説明図
【図５】光路長差ΔLが変化したときの差動信号D1,D2の値の変化を示す図
【図６】光学系が不完全な場合の差動信号D1,D2と、D2の補正方法を示す図
【図７】干渉信号を検出する検出器が3つの場合の光ヘッドを示す図
【図８】参照光反射手段や干渉光検出光学系が異なる場合の光ヘッドを示す図
【図９】図８の光ヘッドの干渉光学系と検出器の構成を示す図
【図１０】くさび型プリズム対により光路長差の微調整を行う場合の光ヘッドを示す図
【図１１】くさび型プリズム対の構成を示す図
【図１２】くさび型プリズムの移動量と光路長差変化の関係の一例を示す図。
【図１３】コーナーキューブプリズムと対物レンズが別々のアクチュエータに搭載されて
いる場合の光ヘッドを示す図
【図１４】コーナーキューブプリズムが搭載されているアクチュエータにおいて光路長差
粗調整と固定位置調整を行う場合の光ヘッドを示す図。
【図１５】光路長差の固定位置調整と微調整とを同一の可動部により行う別の実施形態の
一例を示す図。
【図１６】光路長差の粗調整と微調整とを同一の可動部により行う別の実施形態の一例を
示す図。
【図１７】光路長差の粗調整と、固定位置調整と、微調整とを同一の可動部により行う別
の実施形態の一例を示す図
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【図１８】位相誤差信号を信号光量モニタ信号で規格化する別の実施形態を示す図。
【図１９】信号光量モニタ信号をサーボ検出用検出器から出力する別の実施形態を示す図
。
【図２０】信号処理回路の構成を示す図
【図２１】光ヘッド制御の手順を示す図
【図２２】位相ジャンプによる光路長差微調整の説明図
【図２３】光路長ゼロ位置調整機構と光路長差微調整機構の組み合わせにより光路長差微
調整を行う方法の説明図。
【発明を実施するための形態】
【実施例１】
【００１７】
　以下、図1を用いて本発明の実施形態を説明する。
【００１８】
　図１は本実施例の光ディスク装置の全体構成例を示す。図１に示す光ディスク装置は、
大まかには、光ディスク109を保持するスピンドルモータ77を含むディスク支持手段、光
ディスク109へ各種のデータを入出力する光ヘッド（光ピックアップ）2001、光ディスク
装置全体の動作を制御するファームウェアが動作するマイクロプロセッサ27、光ヘッドの
再生信号に各種の処理を行う再生信号処理ブロック2、各種制御用パラメータや制御用の
テーブルなどが格納されるメモリ29、光ヘッド2001に搭載されたレーザを駆動するレーザ
ドライバ28、光ヘッドから光ディスクに照射される光スポット37の位置制御を行うサーボ
回路79、光ヘッド2001の位置を制御することなどにより光ディスク109の所定の位置に光
スポット37を移動させる自動位置制御手段76などにより構成される。　
　次に、光ヘッド2001の内部構成およびその機能について説明する。以下に説明する光ヘ
ッド系を構成する各光学素子は、光学モジュールとして一体形成されている。本実施例の
光ヘッド光学系は、レーザ光から放出された光を光ディスクに導き反射させ、当該反射光
と参照信号とを干渉させて干渉光を生成するための干渉光学系と、生成された干渉光を分
離し、分離された各々の干渉光に位相差を付与して複数の検出器で検出するための検出光
学系とにより構成される。
【００１９】
　まず、干渉光学系の詳細について説明する。半導体レーザ101からの光をコリメートレ
ンズ102によって平行光として、λ／２板103を透過させて偏光ビームスプリッタ104に入
射させる。偏光ビームスプリッタ104は分離面に入射するp偏光（以後、水平偏光と呼ぶ）
をほぼ100％透過し、s偏光（以後、垂直偏光と呼ぶ）をほぼ100％反射させる機能、すな
わち透過光と反射光とを分離する機能を有している。このとき、λ／２板103の光軸のま
わりの回転角度を調整することにより、透過光と反射光の強度比を調整することができる
。透過する光は特殊偏光ビームスプリッタ105に入射する。特殊偏光ビームスプリッタ105
は水平偏光を100%透過し、垂直偏光の一部を反射、一部を透過するという性質を持ってい
る。このため入射した光は100%透過し、λ／４板106を透過して円偏光に変換され、球面
収差を補正するビームエキスパンダ１１０１を通過し、２次元アクチュエータ107に搭載
された対物レンズ108により、光ディスク109上の記録層に集光される。光ディスクからの
反射光（以後、信号光と呼ぶ）は同じ光路を戻り、対物レンズ108によって平行光とされ
、λ／４板106を再び通過することにより最初に入射したときとは９０°偏光方向が回転
した直線偏光となる。次に特殊偏光ビームスプリッタ105に入射し、上記の性質により一
部が透過、一部が反射する。反射光はシリンドリカルレンズ110によって検出器111に入射
する。ここで検出器111は図２のように検出器201，202，203，204の４つに分割されてお
り、図のようにそれぞれの出力信号をA,B,C,Dとおくと、演算A-B-C+Dが焦点ずれ信号（FE
S）、演算A-B+C-Dがトラックずれ信号（TES）、としてそれぞれ出力され、2次元アクチュ
エータ107のボイスコイルモータに電流としてフィードバックされる。このため、図２に
示す検出器111は、演算A-B-C+Dおよび演算A-B+C-Dを実行するための論理演算回路を備え
ている。
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【００２０】
　一方、特殊偏光ビームスプリッタ105を透過した光は偏光ビームスプリッタ104に入射す
る。すると偏光が90度回転しているため、反射して集光レンズ113に入射する（以後、本
反射光を参照光と呼ぶ）。一方、半導体レーザ101から出射し、偏光ビームスプリッタ104
で反射された光は可動部114に搭載された反射プリズム115において反射し、2次元アクチ
ュエータ107上に搭載されたコーナーキューブプリズム116に入射する。コーナーキューブ
プリズム116は入射した光を正反対の向きに反射させる素子である。ここで、入射光は光
軸がコーナーキューブプリズム116の3つの反射面のなす頂点に入射されるようにする。こ
れにより反射された光は同じ光路を戻り、偏光ビームスプリッタ104に入射する。ここで
コーナーキューブプリズム116によって光の偏光、波面が擾乱を受けるため、光路の途中
に挿入された偏光補償素子117によってそれらの擾乱が補償され、かつ往路の光に対して
復路の光の偏光が90度回転するようにしている。そのためコーナーキューブプリズム116
からの反射光は偏光ビームスプリッタ104を透過し、光ディスクからの反射光と互いに偏
光が直交した状態で同軸となって集光レンズ113に入射する。すなわち、参照光と信号光
との干渉光が偏光ビームスプリッタ104にて形成される。なお、この時点においては信号
光と参照光が直交しており、信号光と参照光の位相関係によって正味の偏光状態が異なる
という意味において干渉光と呼んでいるが、厳密な意味での（光の強度変化として現れる
）干渉は、以下に説明する干渉光学系において偏光ビームスプリッタ120,124によって分
離された後にはじめて発生する。
【００２１】
　次に、検出光学系の詳細について説明する。集光レンズに入射した二つの光は、無偏光
ビームスプリッタ118によってそれぞれ１対１の割合で反射、透過する。透過した光はλ/
2板119を透過することにより偏光が45度回転した後、偏光ビームスプリッタ120によって
水平偏光成分と垂直偏光成分に分離され、分離されたそれぞれの光は検出器121,122によ
って検出される。無偏光ビームスプリッタ118を反射した光は光軸方向が水平方向に対し
て45度に設定されたλ/4板123を通過した後、偏光ビームスプリッタ124によって水平偏光
成分と垂直偏光成分に分離され、分離されたそれぞれの光は検出器125,126によって検出
される。検出器121,122の出力信号は差動回路127に入力され、差動信号D1が出力される。
これが再生信号（RF）となる。同様に、検出器125,126の出力信号は差動回路128に入力さ
れ、差動信号D2が出力される。検出器125,126は再生信号よりも十分帯域が狭く、この差
動信号は再生信号成分が除かれた状態で出力される。
【００２２】
　検出光学系に設けられた検出器の一方の検出信号は、位相誤差信号（PES）として、サ
ーボ回路79を介してピエゾ素子129の駆動電圧にフィードバックされる。ピエゾ素子129は
、駆動電圧に応じで伸縮し、干渉光学系の信号光用の光路上に取り付けられたミラー130
を前後に動かし、信号光の光路長を調整することにより信号光と参照光の位相差（以後、
干渉位相と呼ぶ）の調整を行う機能を有する（干渉位相の調整を以後、光路長差微調整と
呼ぶ）。すなわち本実施例において、ピエゾ素子129とミラー130とは光路長差微調整手段
を構成する。
【００２３】
　本光学系において、干渉信号出力を十分に得るためには、信号光と参照光の光路長差は
光源のコヒーレンス長以内程度に設定する必要がある。このため可動部114は、多層光デ
ィスクの読み取る層やディスクの種類などに応じて反射プリズム115を入射光の光軸方向
に移動させ、後に述べる光路長差粗調整、微調整を行った後に光路長差が光源のコヒーレ
ンス長より十分小さく、かつ波長の整数倍となるように調整する（以下、本調整を光路長
差固定位置調整と呼ぶ。）。すなわち本実施例において、反射プリズム115と可動部114と
は光路長差固定位置調整手段を構成する。可動部114の移動量はマイクロプロセッサ27に
より決定され、多層光ディスクの読み取る層やディスクの種類などに応じて予め決められ
た所定の移動量が可動部に指示される。あるいは、マイクロプロセッサ114が、再生信号
振幅の大きさが最大となるような移動量を学習する機能を有し、これにより設定された移
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動量を用いても構わない。
【００２４】
　なお、光ディスクと光ヘッドとの間の光路長は、面ぶれなど、光ディスクとの相対距離
の変化によっても変化するが、光ディスクとの相対距離の変化に基づき発生する光路長差
の変化は光ヘッド光学系の揺らぎに起因して発生する光路長差の変化よりも遙かに大きい
。このような光路長差の大きな変化は、コーナーキューブプリズム116が対物レンズ108と
ともにアクチュエータ107に一体に搭載されていることにより相殺される。より具体的に
は、焦点ずれ信号により2次元アクチュエータ107が、対物レンズ108と光ディスクとの間
の距離が一定になるように閉ループ制御され（以後、フォーカスサーボと呼ぶ）、コーナ
ーキューブプリズム116が一体となって動くために、信号光の光路長変化と、参照光の光
路長変化が等しくなって、光路長差が相殺される、ということである。すなわち、本機構
により、フォーカスサーボを駆動することで、同時に光路長差の粗調整を行っていること
になる（以後、光ディスクの面ぶれによる光路長差変化を補償する調整を光路長差粗調整
と呼ぶ）。
【００２５】
　ここで、光路長差の固定位置調整、粗調整、微調整は基本的にこの順に行う。より具体
的には、まず最初にディスクの種類や、多層光ディスクの読み取る層に応じて、固定位置
調整を行う。次にフォーカスサーボを駆動し（この動作が光路長差粗調整になっている）
、最後に光路長差微調整を行えばよい。
【００２６】
　ここで、光路長差の調整を本発明のごとく3段階に分けず、単一の調整によって行う場
合を考える。この場合、光路長差調整手段は、光ディスクの面ぶれに追従するためのスト
ローク（典型的には1mm程度）と、干渉位相を一定に保つための位置決め精度（数nm程度
）が同時に必要とされるが、一般的にこの二つの条件を満たすことは難しい。これに対し
て本発明においては、ストロークは粗調整、位置決め精度は微調整に委ねることにより、
調整機構への負担が大幅に改善する。更に、光路長差の微調整は厳密な光路長差ゼロに固
定するものではなく、光路長差を波長の整数倍の位置に固定するものである。従ってゼロ
点調整を行わないと、干渉位相はゼロに固定されているが、光路長差がコヒーレンス長程
度かそれ以上離れてしまい、十分な信号振幅が得られない状況が生じる。このために光デ
ィスクの種類などにより光路長差のゼロ点調整を行うことで、微調整時に常に光路長ゼロ
付近（コヒーレンス長よりも十分小さい範囲）に光路長を固定することができるため、常
に十分な干渉信号振幅を得ることができる。すなわち、これら3種類の光路長差調整を別
々に行うことにより、簡易な素子で光路長差調整を実現することができ、かつ様々な種類
の光ディスクに対応することが可能となる。
【００２７】
　コーナーキューブプリズム116の偏光補償について詳細に説明する。コーナーキューブ
プリズム116は図４(a)に示すように、ガラスなどの媒質を切り出して立方体の3面を構成
したものである。コーナーキューブプリズム116への入射光は、この3面によって反射され
、入射光と正反対の方向に戻り光として出射される。ここで、各反射面での反射は全反射
条件を満たすため、所定の入射角に応じた位相差が、入射面に対するｐ偏光とｓ偏光の間
に発生する。このため戻り光は偏光と波面が乱れる。しかも光の入射する位置によって３
つの反射面を反射する順番が異なることにより、偏光の乱れ方が異なる。図４(b)はコー
ナーキューブプリズム116を入射光の方向から見たときの図であり、ここに示す(1)(2)(3)
(4)(5)(6)の領域においてそれぞれ異なる偏光擾乱が発生する。但し図の太線は反射面ど
うしの境界線を表している。これを補正するには、図５のように3分割位相板501と、λ/4
板502と、6分割λ/2板503からなる偏光補償素子117を挿入すればよい。λ/4板，6分割λ/
2板は偏光の補償だけでなく，入射光に対して戻り光の偏光を９０度回転させる機能も兼
ねている。また，３分割位相板は特定領域の水平偏光と垂直偏光の間に所定の位相差 φp
-φs (φp，φsはそれぞれ水平偏光，垂直偏光に発生する位相)を発生させるもので，入
射時に本素子を通過する領域と通過しない領域の間の位相差を補償し、戻り光の波面をそ
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ろえる役割を持つ。例として、光の波長が405nm、コーナーキューブプリズム116の媒質が
BK7であるときの3分割位相板、λ/4板と、6分割λ/2板の設定値を表１に示す。角度の定
義は図４に示すように、垂直偏光方向405を０度とし、入射光方向から見て反時計回りを
正としている。

【００２８】

　次に、光の干渉によって増幅信号と位相誤差信号を得る過程を詳細に説明する。まず、
光学系が理想的な状態にある場合を考える。集光レンズ113に入射する光は、水平偏光で
あるコーナーキューブプリズム116からの戻り光と、垂直偏光である光ディスク109からの
戻り光が同軸になったものである。従って光の偏光状態をジョーンズベクトルで表すと
【００２９】
【数１】

【００３０】
となる。ここでEsは信号光の電場、Erは参照光の電場である。また、このベクトルの第一
成分は水平偏光を、第二成分は垂直偏光を表す。この光は無偏光ビームスプリッタ118に
よって透過光、反射光に2分割され、透過光は軸方向が水平偏光方向から見て22.5度の方
向にfast軸を持つλ/2板119を通過する。このときジョーンズベクトルは
【００３１】
【数２】

【００３２】
となる。次に偏光ビームスプリッタ120によって水平偏光成分が透過し、垂直偏光成分が
反射するため、透過する光と反射する光の電場はそれぞれ
【００３３】

【数３】

【００３４】
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【００３５】
となる。一方、無偏光ビームスプリッタ118を反射した光は、軸方向が水平偏光方向から
見て45度の方向にfast軸を持つλ/4板123を通過する。このときジョーンズベクトルは
【００３６】

【数５】

【００３７】
となる。次に偏光ビームスプリッタ124によって水平偏光成分が透過し、垂直偏光成分が
反射するため、透過する光と反射する光の電場はそれぞれ
【００３８】
【数６】

【００３９】
【数７】

【００４０】
となる。従って4つの検出器121,122,125,126の検出信号はそれぞれ、
【００４１】
【数８】

【００４２】
【数９】

【００４３】
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【数１０】

【００４４】
【数１１】

【００４５】
となる。ηは検出器の変換効率である。Δφは信号光の位相と参照光の位相の差、すなわ
ち干渉位相である。これらをそれぞれA1,A2,A3,A4とおくと、差動信号D1,D2はそれぞれ
【００４６】

【数１２】

【００４７】
【数１３】

【００４８】
と表される。出力D1はΔφ=0のとき、
【００４９】
【数１４】

【００５０】
となり、信号光の電場Esが参照光の電場Erによって増幅された形をしている。したがって
光ディスクの反射率が低い等の理由によってEsが小さく、直接信号光を検出しても正しく
信号が再生できない場合であっても、信号を増幅して正しく再生することが可能になる。
【００５１】
　一方、干渉位相Δφは時間とともに変動する。干渉位相Δφは光路長差ΔL、光源の波
長λとの間に
【００５２】
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【数１５】

【００５３】
の関係がある。干渉位相を一定に保つには光路長差を光源の波長より十分小さな精度、す
なわち1０ナノメートル程度以内に抑える必要がある。前述のように光路長差はアクチュ
エータ107と可動部114によりゼロになるように調整されるが、通常の焦点ずれ信号による
アクチュエータの制御においては、残差として焦点位置に数10ナノメートルの誤差が残る
（通常の再生信号を取得する場合は問題ない）だけでなく、制御時のアクチュエータのわ
ずかな傾きにより余分な光路長差が発生したり、光ディスクのカバー層の厚み誤差による
光路長差誤差が発生したりするため、通常は数μｍ程度の誤差が残ってしまう。ここで出
力D2を、本誤差をキャンセルするために利用する。光路長差に対するD1,D2の変化を図５
に示す。D1（RF信号）が最大となるΔL=0においてD2はゼロとなり、ちょうどフォーカス
誤差信号やトラック誤差信号のようなS字カーブの形になっている。従って本信号を位相
誤差信号とし、常にゼロになるように閉ループ制御（以後、位相サーボと呼ぶ）すること
により干渉位相の制御が可能となる。本実施例では本誤差信号をピエゾ素子の駆動電圧12
9にフィードバックしてミラー130を前後方向に動かすことによって光路長（干渉位相）の
制御を行っている。この場合、例えば光路長差が正の値にずれた時、ピエゾ素子の駆動電
圧が増加し、ミラーが前に押し出されて信号光の光路長が短くなり、光路長差が負の方向
に向かう。光路長差が負の方向に動いた場合は逆に光路長差が正の方向に向かう。このよ
うにして干渉位相をゼロに保つことができ、安定な増幅信号を得ることができる。
【００５４】
　次に、干渉信号出力が不完全な場合について説明する。実際の光ヘッドにおいては、光
ヘッド組み立て誤差や部品の加工精度などに起因して、光学系の各種パラメータ、例えば
ハーフビームスプリッタ118の反射率、透過率、遅延量や、λ/2板119,λ/4板123の遅延量
、設定角、あるいは検出器121,122,125,126の変換効率、オフセットなどには、理想的な
値からの誤差が重畳する。これらの誤差がある場合、D1,D2は一般に
【００５５】

【数１６】

【００５６】
【数１７】

【００５７】
の形で表される。ここで、 aが差動信号D1における信号増幅率、r,b1,b2,δは、光ヘッド
光学系自身の持つ特性誤差量を示す定数であり、rが差動信号D1と差動信号D2とに含まれ
るそれぞれの変動成分の最大振幅の比、b1が差動信号D1に含まれる直流信号成分、b2が差
動信号D2に含まれる直流信号成分、δが差動信号D1とD2の位相差である。
【００５８】
　上記の誤差量を含んだ光ヘッドの差動信号出力D1,D2は、図６(a)のように表される。こ
こで、図中の(1)はオフセット誤差(b2)、(2)は位相誤差(δ)を表す。これらの誤差が存在
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サーボを駆動すると適切な位相にロックされず、再生信号の増幅率が低下してしまう。こ
のような場合は、図6(b)の白矢印で表されるように、D2にオフセットを与えることにより
、位相差ゼロの位置でD2がゼロになるようにすればよい。なお、D1にもオフセットやゲイ
ンの誤差が生じるが、従来と同等の信号処理系で十分取り除くことが可能である。　　
　なお、本方式の出力（式14）の二乗を再生信号として扱っても良い。これにより、DVD
やブルーレイディスクのような従来の光ディスク信号と同じく、信号光強度に比例した再
生信号出力となるため、従来の信号処理系を用いることができる。
【００５９】
　図１に示した光ヘッドと同等の機能は他の構成でも実現可能であり、原理的には３つ以
上の検出器で、各検出器上での信号光と参照光の位相差が互いに異なるように検出を行え
ばよい。例として、図７に、光ヘッドの検出光学系を３つの検出器を用いて構成した場合
の光ディスク装置の構成例を示す。なお、図７において、信号処理回路やプロセッサなど
、他の構成要素は図１に示す光ディスク装置の構成と同一であるものとする。図７に示す
光学系では、信号光と参照光の位相差が各検出器上でそれぞれ０度、１２０度、２４０度
となる。集光レンズ113を通過した光は、無偏光ビームスプリッタ701、702によって３つ
の光束に分割され、それぞれ４５度偏光を透過する偏光子703、704、705を通過したのち
に検出器706、707、708によって検出される。この３つの光束のうち、ひとつには信号光
と参照光の間に第１の位相差を発生させる位相板709が、もうひとつには信号光と参照光
との間に第２の位相差を発生させる位相板710がそれぞれ挿入されている。なお、本実施
例では、第１の位相差を６０度、第２の位相差を－６０度となるように位相板を設定した
。　　
　なお、ここで位相差とは、位相板において発生する水平偏光成分の位相に対する、垂直
偏光成分の位相の符号付き大きさである。また、各検出器上での光量が等しくなるように
、無偏光ビームスプリッタ701は透過率と反射率の比が１対２に、無偏光ビームスプリッ
タ702は透過率と反射率が等しくなるようなものを使用する。
【００６０】
　以上をまとめると、検出器708には、信号光と参照光とで位相差の無い干渉光が、検出
器706には、第１の位相差を持った干渉光が、検出器710には、第２の位相差を持った干渉
光がそれぞれ入力される。このとき、位相差の無い干渉光の光の強度をI1、第１の位相差
を持った干渉光の強度をI2、第２の位相差を持った干渉光の強度をI3とすると、I1,I2,I3
は次式のように表せる。
【００６１】
【数１８】

【００６２】
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【数１９】

【００６３】
【数２０】

【００６４】
次に、これらの出力信号を演算回路711に入力し、以下の出力D1,D2を生成する。
【００６５】

【数２１】

【００６６】
【数２２】

【００６７】
　式２１で表される差動信号は、第１の位相差を有する干渉光と第２の位相差を有する干
渉光強度出力の平均値から位相差180度の干渉光強度出力を引いた信号であり、式２２で
表される差動信号は、第１の位相差を有する干渉光強度出力と第２の位相差を有する干渉
光強度出力との差分信号に√3／２を乗算したものである。
【００６８】
　これらは図１に示す４つの検出器の例における差動信号D1,D2と同じ形をしている。従
って上記のようにD1を再生信号、D2を位相誤差信号として用いることで同様の効果を得る
ことができる。このように、より少ない検出器点数でも同様の効果を得ることができる。
実際の光学系で検出される差動信号には、光ヘッドの組み立て誤差などに起因する誤差が
重畳するため、図６で説明したようなオフセット処理などを施して、信号処理を行えばよ
い。
【００６９】
　図８には、干渉光学系と検出光学系の更に別の構成例を示す。図８においても、光ヘッ
ド以外の構成要素は図１に示す光ディスク装置の構成と同一であり、従って説明は省略す
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る。図８に示す光ヘッド光学系の干渉光学系では、参照光反射手段として、コーナーキュ
ーブプリズム116と偏光補償素子117の代わりに、ミラー801と当該ミラーに入射光束を集
光する集光レンズ802が搭載されている。このような構成でもコーナーキューブプリズム1
16と同様に素子の傾きによる干渉信号振幅の劣化を抑えることができる。また、干渉信号
を得るための光学系は、干渉光学素子803と検出器804によって構成されている。干渉光学
素子803と検出器804の詳細を図９(a)に示す。干渉光学素子803は、無偏光回折素子901と
、異方性媒質902と、ウォラストンプリズム903とからなる。入射する信号光を垂直偏光、
参照光を水平偏光とすると、入射光はまず無偏光回折格子901によって0次光と1次光に分
割され、それぞれ異方性媒質902に入射する。1次回折光は入射光に対して水平方向に方向
を変えて出射される。ここで、異方性媒質の光学軸は、0次光の進行方向を向いているた
め、1次回折光のみ信号光と参照光との間に遅延が生じ、遅延がπ/2（光路長差λ/４）と
なるように媒質の厚みが設定されている。その後これらの光束はウォラストンプリズム90
3に入射し、それぞれ2分割されて検出器904上に配置された4つの受光部により検出される
。ウォラストンプリズム903の光線分離方向は、0次光から見て水平方向に対して±45度の
方向である。このような構成において、無偏光回折格子901、異方性媒質902、ウォラスト
ンプリズム903はそれぞれ、ハーフビームスプリッタ118、λ/4板123、偏光ビームスプリ
ッタ120と同等の機能を持ち、図１の構成と同じように再生信号と位相誤差信号を得るこ
とが可能である。検出器の詳細は図９（ｂ）に示すとおりである。受光部905,906、907,9
08は、図１に示す検出器121,122,125,126にそれぞれ対応し、差動回路907,910によりそれ
ぞれ再生信号、位相誤差信号が得られる。差動回路907,910は検出器904に組み込まれてお
り、受光部の検出電流の差分を差動回路によって出力したものをトランスインピーダンス
アンプによって電圧信号に変換している。
【００７０】
　光路長差固定位置調整を実行するための光路長差の制御機構は、図１のように干渉光学
系の反射光光路上ではなく、参照光光路上に配置しても良い。図１０には、光路長差の制
御機構として、一対のくさび型プリズム1001,1002を2次元アクチュエータ107上に搭載さ
れた収差補正素子117と偏光ビームスプリッタ104との間に配置した構成例を示す。位相誤
差信号は、図７，図８に示される構成例と同様に、図示されないサーボ回路79を介して介
してくさび型プリズム1001,1002の組にフィードバックされ、位相制御が実行される。図1
１には、一対のくさび型プリズム1001,1002の相対的な配置関係を示す。片方のプリズム
（本実施例ではプリズム1002）はアクチュエータ1003に搭載されており、アクチュエータ
を光軸方向に動かすことにより光路長の制御が可能である。光路長は、アクチュエータを
光軸と垂直方向（紙面に対して左右の方向）に動かしても制御可能である。
例としてくさび型プリズム1001,1002の傾斜角(定義は図１１参照)θ＝15度、媒質BK7、光
源波長λ＝405nmとしたとき、位相誤差信号の最大値と最小値の間に対応する光路長差λ/
2発生させるのに必要なくさび型プリズムの移動距離は10μmとなる（図１２参照）。これ
は通常の焦点ずれ信号のS字信号の最大値、最小値間の対物レンズの移動量と同程度であ
る。
【００７１】
　図１３，図１４には、光路長差の粗調整機構の別の構成例について示す。図１、図７お
よび図８に示す構成例では、光路長差の粗調整機構として、コーナーキューブプリズム11
6が対物レンズ108と同一のアクチュエータに搭載されている構成となっていたが、図１３
のようにこれらが別々のアクチュエータに搭載されていても同様の制御を行うことが可能
である。この場合、検出器111で検出された焦点ずれ信号FESが、サーボ回路79を介して、
2次元アクチュエータ107とコーナーキューブプリズム116が搭載されているアクチュエー
タ1301の両方に入力されることにより、光路長差の粗調整が実現できる。図１３に示す構
成は、図１、図７、図８に示す構成と比較して、アクチュエータ単体への重量負荷が軽減
されるため、高速な光路長の調整動作が可能となる。図１４には、図１３に示す構成にお
いて、可動部114やプリズムミラー115を省略した構成を示す。この場合、光路長差固定位
置調整はアクチュエータ1301で実行される。この場合、アクチュエータ1301への駆動電流
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として、焦点ずれ信号にDC成分を加えたものを入力し、DC成分の大きさを変化させること
により光路長差固定位置の調整を行えばよい。
【００７２】
　以上説明した各種の信号処理や制御処理は、信号処理回路25やマイクロプロセッサ27な
どにより実行される。図２０には、信号処理回路25の回路ブロックの構成の具体例を示す
。再生信号RFはＡＤ変換回路2101によってデジタル化され、デジタル信号出力Ｓが得られ
る。ＡＤ変換器のサンプリングのタイミングは、デジタル信号出力Ｓと電圧制御可変周波
数発信器（ＶＣＯ）2102の出力を位相比較器2103によって位相比較し、位相比較器の出力
をローパスフィルタ（ＬＰＦ）2104によって平均化して、ＶＣＯの制御入力へとフィード
バックすることによって生成している。すなわち、位相比較器2103、ＶＣＯ2102、ＬＰＦ
2104によって構成されたＰＬＬ（Phase-locked loop）回路によって位相制御されたクロ
ック出力（ＣＫ）を得て、ＡＤ変換のタイミングを制御している。
デジタル再生信号Ｓは、適当なデジタル等化処理の後、復調回路24やアドレス検出回路23
に入力され、復号回路26によって、ユーザデータとして、メモリ29やマイクロプロセッサ
27に送られる。マイクロプロセッサは、上位装置99からの指示によって、サーボ回路79や
自動位置制御手段76を制御し、任意のアドレスに光スポット37を位置づける。マイクロプ
ロセッサ27は上位装置からの指示が再生か記録かによって、レーザドライバ28を制御し、
レーザ101を適当なパワー／波形で発光させる。また、ビームエキスパンダ1101,可動部11
4を光軸方向に動かし、信号品質が最も良くなる位置に固定する。サーボ回路79は、焦点
ずれ信号、トラックずれ信号に基づき２次元アクチュエータ107を制御し、光ディスク109
の記録面に集光され、記録トラックを追従するようにする。また、差動回路128より生成
される位相誤差信号に基づきピエゾ素子801を制御し、干渉位相がゼロになるようにする
。
【００７３】
　図２１は可動部やアクチュエータの制御の手順の一例を示したフローチャートである。
まず、焦点ずれ信号、トラックずれ信号、光路長差固定位置、球面収差補正量の粗調整を
行う（順番は任意）。焦点ずれ信号、トラックずれ信号に関しては電気的なオフセットを
除去すればよく、光路長差固定位置、球面収差補正量に関してはディスクの種類や再生す
る層番号などに応じて特定の値を設定すればよい。次に焦点ずれ信号、トラックずれ信号
に基づいてフォーカスサーボ、トラックサーボをこの順に駆動する。次に位相誤差信号の
振幅が最大となるよう、可動部114を駆動して光路長差の調整を行う（光路長差固定位置
粗調整）。次に位相誤差信号に基づき位相サーボを駆動する。この時点で安定化された再
生信号が取得できるため、最後に再生信号品質をモニタしながら、焦点ずれ信号のオフセ
ット、トラックずれ信号のオフセット、光路長差固定位置、球面収差補正量のそれぞれに
ついて、再生信号品質が最も良くなる位置を探索、学習して設定する（FESオフセット微
調整、TESオフセット微調整、光路長固定位置微調整、球面収差補正微調整）。
【００７４】
　光路長差固定位置微調整の具体的方法の一例を説明する。まず、位相誤差信号に付加す
るオフセット値を調整することで、干渉信号品質が最も良くなる位置を探索する。次に、
以下に説明するような位相ジャンプを行う。光路長差が変化したときの位相誤差信号は図
２２のようになる。図の黒丸が位相ゼロの位置であり、位相サーボ駆動時はこのうちのい
ずれかに固定される。このとき、隣接する黒丸の位置には、光路長差を位置誤差信号PES
の周期に対応する量だけ変化させる（以下、位相ジャンプと呼ぶ）ことにより移動させる
ことができる。制御上は、光路長差の微調整手段（例えば、図１のミラー130とピエゾ素
子129）に対して、位相ジャンプを発生させるための位相ジャンプ信号を供給することに
より実現される。位相ジャンプ信号は目標位置に移動させるための移動パルスと、目標位
置付近で移動を止める制動パルスからなり、サーボ信号回路により生成される。従って、
位相ジャンプによって任意の位相ゼロの位置に移動することができるため、再生信号品質
が最も良くなる場所を探索、学習して設定すればよい。
【００７５】
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　このような探索動作あるいは学習動作は、メモリ28、マイクロプロセッサ27およびサー
ボ回路79により実行される。サーボ回路79は、光路長固定位置調整手段ないし光路長差微
調整手段に対し位相ジャンプ信号を供給し、光路長固定位置調整手段ないし光路長差微調
整手段は位相ジャンプ信号に従って光ヘッド光学系の光路長を所定量だけ変化させる。こ
こで、位相ジャンプ信号は光路長差がおよそ光源の波長程度ジャンプするように予め位相
サーボ回路79に設定されている。このため位相ジャンプが終了した直後に再び位相サーボ
が駆動され、光路長差はちょうど1波長分ずれた位置に固定される。なお、位相ジャンプ
は1波長分とは限らず、2波長分など、波長の整数倍だけジャンプするような位相ジャンプ
信号を用いてもよい。
【００７６】
　本実施例はDVDやブルーレイディスクのような、通常の光ディスクの再生を前提として
いるが、入射光と変調された信号光がコヒーレントで同一の波長であれば、特に形態は問
わない。例えばホログラムメモリや、近接場メモリなどの大容量メモリにおいても本発明
は適用可能である。
【００７７】
　以上、本実施例の光ディスク装置により、光ピックアップ光学系の持つ光路長の揺らぎ
を調整する機能を備えた光ディスク装置およびその機能を実現するために必要な機構を備
え、このために安定した増幅信号を得ることが可能な光ピックアップが実現される。
【実施例２】
【００７８】
　図１５には、光路長差固定位置調整と位相サーボを同一の可動部によって行う形態の光
ディスク装置の構成例を示す。図１５では、光ディスクの構成要素のうち、光ヘッドの光
学系およびアクチュエータ、光ディスクおよび光ディスク支持機構のみを示し、図１と共
通な構成要素については図示を省略している。しかし実際には、再生信号処理ブロック2
やマイクロプロセッサ27、あるいはサーボ回路79など、図１と同様な構成例を含んでいる
。図１５に示す光ディスク装置では、図１に示されるプリズムミラー115をアクチュエー
タ1501に搭載し、アクチュエータ1501の駆動電流として、位相誤差信号にマイクロプロセ
ッサ27からサーボ回路79へ指示された所定のDC成分を付加したものを入力する。ここでDC
成分の値を調整することにより光路長差固定位置の調整を行い、位相誤差信号成分を用い
て位相サーボを駆動する。DC成分の大きさは、アクチュエータ1501の移動量が実施例１の
可動部114に与えられる移動量と同様に、多層光ディスクの異なる層や光ディスクの種類
などに応じて所定の値に決定さる。すなわち、DC成分の値を調整することが、実施例１に
おける可動部114の移動量調整と同じく、光路長差固定位置を調整する役割を担っている
。
【００７９】
　このような構成とすることで、部品点数を削減し、光学系を小型に構成することが可能
である。
【実施例３】
【００８０】
　図１６には、３次元アクチュエータ1601によって位相サーボを行う機能を備えた光ディ
スク装置の構成例を示す。図１６も、図１５同様、図１と共通な構成要素については図示
を省略しているが、実際の制御動作を実行するための構成要素を含む。３次元アクチュエ
ータ1601とは、通常の２次元アクチュエータに加え、光軸方向の傾きの制御が可能なアク
チュエータである。この光軸方向の傾きにより、信号光と参照光の光路長差が変化する為
、位相誤差信号PESを光軸方向の傾きにフィードバックして位相サーボを駆動する。なお
、位相誤差信号PESを生成するための光学系の構成・機能などは、図１と同様であるので
説明は省略する。
【００８１】
　このような構成とすることで実施例２と同様に、光路長差調整に必要な部品点数の削減
を行うことができ、光学系を小型に構成することが可能である。
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【実施例４】
【００８２】
　図１７には、光路長差の粗調整、固定位置調整、微調整を同一の素子で行う機能を備え
た光ディスク装置の構成例を示す。図１７も、図１５および図１６と同様、図１と共通な
構成要素については図示を省略している。図１７に示す光ディスク装置では、対物レンズ
108やコーナーキューブプリズム116を搭載するアクチュエータが３次元アクチュエータ16
01により構成されており、XYZ方向への駆動の他、搭載される光学素子を光軸に対して傾
けるように可動できる。光路長の粗調整動作は３次元アクチュエータ1601のZ方向への移
動により実行され、固定位置調整および微調整動作は、X方向あるいはY方向を回転軸とす
る回転動作により、対物レンズ108やコーナーキューブプリズム116の光軸に対する傾きを
変えて実行される。３次元アクチュエータ1601は、サーボ回路79で制御される。光軸方向
の傾きを調整するための制御信号としては、光路長差固定位置の調整のためのDC電流をオ
フセットとして加えられた位相誤差信号電流が入力される。
【００８３】
　このような構成とすることで実施例２、実施例３と同様に、光路長差調整に必要な部品
点数の削減を行うことができ、光学系を小型に構成することが可能である。
【実施例５】
【００８４】
　本実施例は、実施例１の光ディスク装置の無偏光ビームスプリッタ118の反射率および
透過率が異なる場合の構成例である。実施例1における無偏光ビームスプリッタ118は一般
的な、反射率と透過率が等しいもの（ハーフビームスプリッタ）であった。差動信号D1に
は再生信号成分が含まれるため、検出器121、122は再生信号を取得するのに十分な帯域が
必要である。一方差動信号D2は再生信号成分がカットされている必要があるため、検出器
124,125は検出器121、122に比べて要求される帯域が狭い。一般に、検出器のアンプゲイ
ンとカットオフ周波数はトレードオフの関係にあるため、検出器124,125は相対的に検出
器のアンプゲインを高く設定することができ、その結果必要とされる光信号の大きさは相
対的に小さくなる。すなわち、無偏光ビームスプリッタ118の透過率を反射率よりも大き
く設定することにより、再生信号の振幅を大きくすることができる。たとえばブルーレイ
ディスクを4倍速で再生すると仮定した場合、再生信号には100MHz、位相誤差信号には200
kHz程度の帯域が必要であるため、無偏光ビームスプリッタの反射率は透過率の1％程度に
設定すれば十分である。
【００８５】
　本構成により、信号増幅効果をより大きくすることができ、光ディスク装置の性能を一
段と向上させることが可能となる。
【実施例６】
【００８６】
　本実施例では、位相誤差信号のゲインを自動調整する機能を備えた光ディスク装置につ
いて説明する。図１８には、本実施例の機能を有する光ディスク装置の構成例を示す。位
相誤差信号は、検出信号から再生信号成分を落としたものであるため、光源の発光パワー
が一定であっても、記録部か未記録部か、あるいは変調の深さなどによって振幅が変動す
る。このため本実施例では信号光の一部を、信号光を生成するための光路上に配置された
特殊偏光ビームスプリッタ1801（特殊偏光ビームスプリッタ105と同等のもの）で反射さ
せることによって取り出し、集光レンズ1802を用いて検出器1803に導き、平均パワー信号
Gを出力する。出力された平均パワー信号Gは、差動検出器128の後段に配置された除算回
路1804に入力される。実施例１で説明したように、差動検出器128の出力D2は位相誤差信
号に相当する。当該除算回路1804により、位相誤差信号を平均パワー信号で除算（規格化
）する演算処理が実行される。これにより、光ディスクの状態によらない一定振幅の位相
誤差信号を得ることができ、安定な位相サーボ駆動が可能となる。
【００８７】
　図１８では、平均パワー信号Gを取得するための光学的な分岐と検出器を新たに設けた
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構成例について説明したが、図１9のように検出器111の出力信号を用いて取得してもよい
。この場合、図２に示される受光部201,202,203,204の出力の総和A+B+C+D（但し、帯域制
限により再生信号成分を落としたもの）が平均パワー信号Gとなる。従って、図１９では
、図２の構成に加えて、受光部201,202,203,204の出力の総和A+B+C+Dを算出するための論
理回路素子を備えた四分割検出器が、平均パワー信号Gの取得手段として搭載される。
【００８８】
　以上、本実施例の構成により、実施例１から５に示す構成と比較して、安定な位相サー
ボ駆動が可能な光ディスク装置および光ヘッドが実現できる。
【実施例７】
【００８９】
　本実施例は、実施例１において、光路長差固定位置微調整を、ピエゾ素子129と可動部1
14との組み合わせにより本調整を行う場合である。具体的には、図２３のように位相ジャ
ンプの繰り返しによりピエゾ素子のストローク範囲の端付近まで到達したときに、可動部
を移動させる。すると、閉ループ制御を行っているために光路長差の変化を伴わずにピエ
ゾ素子が（可動部と連動して）伸縮するため、更に位相ジャンプを行うことが可能となり
、原理的には可動部のストローク範囲内で位相ジャンプを繰り返すことが可能となる。す
なわち、ピエゾ素子129のストロークが短い場合でも十分な光路長差調整範囲を確保する
ことができる。
【００９０】
　ピエゾ素子は応答速度を十分に確保するため、伸縮方向の長さは短いほうが望ましいが
、伸縮方向の長さはピエゾ素子のストロークに比例するため、応答速度とストロークがト
レードオフの関係にある。従って本構成により、短いストロークを許容することでピエゾ
素子の応答速度を確保し、当該光ディスク装置の再生速度の高速化に寄与することができ
る。また、ピエゾ素子を小型化する効果も有するため、光ディスク装置、特に光ヘッド部
の小型化に寄与することができる。
【産業上の利用可能性】
【００９１】
　本発明により、大容量多層高速光ディスクの再生信号が安定に、高品質で検出すること
が可能となり、大容量ビデオレコーダや、ハードディスクデータバックアップ装置、保存
情報アーカイブ装置など、幅広い産業応用が期待できる。　
【符号の説明】
【００９２】
2:再生信号処理ブロック、23：アドレス検出回路、24：復調回路、25：信号処理回路、26
：復号回路、27：マイクロプロセッサ、28：レーザドライバ、29：メモリ、79：サーボ回
路、76：自動位置制御手段、77：モータ、37：光スポット、99：上位装置、2001：光ヘッ
ド、101：半導体レーザ、102：コリメートレンズ、103：λ／２板、104：偏光プリズム、
105：特殊偏光ビームスプリッタ、106：λ／４板、107：2次元アクチュエータ、108：対
物レンズ、109：光ディスク、110：集光レンズ、111：検出器、112：演算回路、113：集
光レンズ、114：可動部、115：プリズムミラー、116：コーナーキューブプリズム、117：
偏光補償素子、118：無偏光ハーフビームスプリッタ、119：λ／２板、120：偏光ビーム
スプリッタ、121、122：検出器、123：λ／４板、124:偏光ビームスプリッタ、125、126
：検出器、127、128：差動回路、129:ピエゾ素子,130：ミラー、201,202,203,204：受光
部、205：入射ビーム、501：3分割位相板、502：λ／４板、503：6分割波長板、504：垂
直偏光方向、701、702：無偏光ビームスプリッタ、703,704,705：偏光子、706,707,708：
検出器、709,710：位相板、711：演算回路、801：ミラー、802：集光レンズ、803：干渉
素子、804：検出器、901：無偏光回折格子、902：異方性媒質、903：ウォラストンプリズ
ム、905,906,908,909：受光部、907,910：差動回路1001,1002：くさび型プリズム,1003：
アクチュエータ1301：アクチュエータ、1601：アクチュエータ、1801：特殊偏光ビームス
プリッタ、1802：集光レンズ、1803：検出器、1804：除算回路2101：AD変換回路、2102：
電圧制御発信機、2103：位相比較器、2104：ローパスフィルタ
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